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未来社会における集落では，現在よりも小規模分散型エネルギーシステムの構築が強く望まれると想定

する．そこで本研究では，100 %バイオマスを用いたエネルギーの地産地消を行う集落群であるバイオマ

スビレッジを提案する．そのためにまず，集落1単位（30人，15世帯，酪農家，農家含む）で発生するふ

ん尿，稲わら，木質バイオマスを用いたエネルギー供給システムを検討した．次に事業採算性を考慮した

バイオマス施設の組合せを考え，それを最小規模のバイオマスビレッジとして，必要なバイオマス資源量，

施設規模，居住面積等を求めた．その結果，牛1,000頭（飼養面積13 km2）木質ペレット900 t（森林面積27 
km2）のバイオマスによる，260人分の居住者（住居エリア6.5 km2）のバイオマスビレッジを提案した． 
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1. はじめに 

 

10年後以降の未来社会における集落では，人口減少に

よる過疎化や社会資本整備の規模縮小等により，今まで

と同様な社会システムでは，集落の活力が今よりも低

下・衰退していくことが想定される．特に，現在のよう

な化石燃料の大量消費や電力重視型エネルギー大量消費

社会における大規模集中型エネルギーシステムの場合，

エネルギー利用効率の低さ，送配電に伴うエネルギー損

失の高さ等，化石燃料が高騰した場合に集落でのエネル

ギー供給に制約が生じる可能性が高い．そのため，集落

において必要なエネルギーを独自に生産・消費する地産

地消型自立エネルギーシステムの構築を検討する必要が

ある．また，国内のエネルギー消費の60 ％は熱エネル

ギーであることから，電力を用いた冷暖房は非効率であ

ると考える．そこで本研究では，集落内で発生するバイ

オマスを用いて集落で必要とするエネルギーの供給を行

うことを目的とし，その際のエネルギーシステムの検討

を以下の手順で行った．1. 集落1単位における需要エネ

ルギー及びバイオマスによる供給可能エネルギーの整理， 

2. 集落1単位で発生するバイオマスを用いたバイオマス

単体及び組合せによるエネルギー供給システムの検討，       

3. 100 %バイオマスを用いたエネルギーの地産地消を行

う集落群であるバイオマスビレッジを想定したエネルギ

ー供給システムの検討（事業採算性を考慮した施設規模，

バイオマス資源量並びにそのために必要となる家畜飼育

量及び森林面積量，居住エリア面積）を行った． 

ここでの集落は，バイオマス量の豊富な北海道を対象

とし，人口については北海道の集落で最も割合の高い30

人と設定した．更に1集落の世帯数は，北海道の世帯平

均人数2.3人より，15世帯と設定した．また，対象とす

るバイオマス種は，家畜ふん尿・稲わら・木質とし，家

畜ふん尿はメタン発酵からメタンガスを生成，稲わら・

木質はペレットやチップに成形し，それぞれの燃焼によ

りエネルギーを得るものとした．さらに，集落には酪農

施設が必ず存在するものと設定した． 
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2. 集落における需要エネルギー及びバイオマス

による供給可能エネルギー 

 

(1) 集落における需要エネルギー 

集落における需要エネルギー（電力及び熱）は，居住

者の日常生活に係るエネルギー，酪農に係るエネルギー

及びメタン発酵槽の加温エネルギーとした． 

1集落（15世帯30人）における日常生活に必要な年間

エネルギー量を表-1に示す．エネルギー種は，熱エネル

ギーと電力とし，電力需要及び熱需要ともに寒冷地の値

とした．これより暖房，給湯及び厨房に係る熱エネルギ

ーは約807 GJ／年，電力は約42,070 kWh／年となった．

また，灯油料金への換算は灯油の単位発熱量を44 GJ／t

として64円／L（平成28年8月3日値）で求めた1)．電気料

金への換算は北海道の一般的な電気料金の計算方法（基

本料金，電力使用量ごとの3段階の料金設定，再生可能

エネルギー発電促進賦課金の合計）により行った． 

酪農に係るエネルギー需要量を表-2に示す．エネルギ

ー種は，熱エネルギーと電力とし，牛舎の暖房は，家畜

暖房用ヒーターを用いて，1機あたり1日300 Wh2)×24 hで

5機使用と想定し，7か月（10月～4月）使用した場合の

エネルギー量とした．各値は端数を四捨五入としたため，

合計値と同値とはならない．これより1舎100頭規模の酪

農施設のエネルギー需要は，熱エネルギー27 GJ／年，

電力30,000 kWh／年となった．また，灯油への換算は，

表-1と同様とし，電気料金は一般家庭とは異なるので，

1 kWh 30円で計算（北海道電力平均単価）し，基本料金

等は含まないこととした． 

メタン発酵槽は発酵時に施設を一定温度に保つ必要が

ある．メタン発酵槽の加温に係るエネルギー量を表-3に

示す．加温熱量は生ごみメタン発酵施設の事例値を参考

とし，約0.23 GJ／（t・年）とした． 

 

(2) バイオマスによる供給可能エネルギー 

集落で発生するバイオマスを家畜ふん尿・稲わらペレ

ット・木質ペレットとした場合の各供給可能エネルギー

量を表-4に示す．電力のバイオガス発電施設の発電効率

25％とした3)．農家1戸あたりの水稲作付面積は，北海道

における1農業経営体あたりの経営耕地面積の平均8.6 ha

とした．稲わらペレット量は，全国5地域（栃木，茨木，

千葉2地域及び長野）における1 haあたりの稲わら収集量

の平均4.4 t4)に，稲わら原料から稲わら製品となる際の重

量変化（平均0.76倍5)）を考慮して求めた．また，木質

ペレットの発電量は，木質の直接燃焼時に発電を行って

いる国内4施設の1 tあたりの発電出力量から平均を求め，

さらに木質ペレットの発熱量については発電後の廃熱を

利用する蒸気式タービンコジェネレーションシステム

（CGS）と想定し，ボイラー燃焼時の発熱量を15.5 GJ／t，

廃熱利用率を45 %と設定した． 

表-2 酪農に係る需要エネルギー（牛舎1舎100頭規模あたりの需要エネルギー） 

エネルギー種 

熱エネルギー 
（GJ／年） 

電力（kWh／年） 

暖房エネルギー 
ミルカー・真

空装置 
バルククーラー 送風機 バンクリーナー 照明 

エネルギー量 
27 7,300 14,000 6,300 530 1,700
27 30,000

料金（千円） 灯油  50 電気 909

 

 
表-3 メタン発酵槽加温エネルギー 

処理量（t／年）7) 10,600 

メタンガス槽加温熱量 
（GJ／年）8) 

2,470 

処理量あたりの加温熱量 
（GJ／（t・年）） 

0.23 

 

表-4 バイオマス供給可能エネルギー 

牛 1頭あたりの家畜ふん尿 

ふん尿量 19 t／年 9) 

メタンガス量 260 Nm3／年 10) 

発電電力量 810 kWh／年 10) 

発熱量 4.3 GJ／年 10) 

農家 1戸あたり（8.6 ha）の

稲わらペレット 
稲わら発生量 30 t／年 4) 11) 5) 

発熱量 440 GJ／年 12) 

木質ペレット 

発電電力量 0.062 kWh／t 13) 

発熱量（CGS） 7.0 GJ／t14) 

発熱量（ボイラー） 16 GJ／t 14) 

 

表-1 日常生活に係る需要エネルギー（15世帯30人集落）6)

エネルギー種 
熱エネルギー（GJ／年） 電力（kWh／年） 

暖房 給湯 厨房 冷房 電灯 動力その他 

エネルギー量 
401 377 29 270 7,800 34,000 

807 42,070 
料金（千円） 灯油 1,485 電気 1,350 

 



 

 3

3. 集落におけるバイオマス単体及び組合せによ

るエネルギー供給システムの検討 

 

(1) 家畜ふん尿 

家畜ふん尿を用いたエネルギー供給フローを図-1に示

す．家畜ふん尿からのエネルギー供給は，家畜ふん尿を

メタン発酵し，得られたメタンガスを燃焼して，電力と

熱を生産するコジェネレーションシステムとする．北海

道の平均飼養頭数約100頭／戸から発生するエネルギー

で，1集落（15世帯30人）の需要エネルギーを賄うこと

が可能かどうかについて検討を行った．その結果，熱エ

ネルギーは不足するが電力は十分であり，牛舎1舎を含

めた必要電力72,000 kWh／年の供給が可能となった．ま

た，余剰電力も約9,000 kWh／年発生する． 

 

(2) 稲わらペレット 

稲わらペレットを用いたエネルギー供給フローを図-2

に示す．稲わらペレットからのエネルギー供給は，稲わ

らペレットをボイラーストーブで燃焼して熱を生産する

システムである．稲わらペレットの燃焼による電力生産

は，燃焼温度が低いため発電効率が低くなることから，

電力は供給せずに熱エネルギー供給のみとした．北海道

の1農家における平均農地面積から発生する稲わらペレ

ットによる熱エネルギーが，1集落（15世帯30人）の需

要熱エネルギーを賄うことが可能かどうかについて検討

を行った．その結果，1農家分では供給困難だが，2農家

分の稲わらペレットであれば1集落で必要な熱エネルギ

ー807 GJ／年の供給が可能となり，73 GJ／年の余剰熱も

発生する． 

 

(3) 木質ペレット 

木質ペレットを用いたエネルギー供給フローを図-3に

示す．木質ペレットからのエネルギー供給は，木質ペレ

ットを燃焼し，蒸気タービン発電で電力と熱を生産する

コジェネレーションシステムとする．1集落（15世帯30

人）の需要エネルギーを賄うことが可能な木質ペレット

量は約678千 t／年であり，それにより熱エネルギー807 

GJ／年及び電力42,000 kWh／年の供給が可能となる（発

電量は，「バイオマス利活用技術情報データベース」15)

において木質の直接燃焼時に発電を行っている4施設の

1tあたりの発電出力平均より求めた）．しかしながら，

需要電力を賄うためには，大量の木質をエネルギーに変

換しなければならない． 

 

 

ふん尿
1,900 t/年

メタンガス発酵施設
メタン発⽣量 26,000 Nm3

消化液の酪農飼料⽤作物への利⽤
・濃厚飼料110ｔ栽培（3 kg/頭・⽇×100頭×365⽇）
・1haあたりの⻨の⽣産量4.3 t/ha10）

・必要栽培⾯積 26 ha （110 t÷4.3 ｔ/ha）
・必要消化液量 1,430 t（26 ha×55 t/ha 8） ）
55 t/ha：飼料作物の消化液施⽤農地⾯積⽬安

15世帯家庭での
エネルギー需要

暖房
401GJ

給湯
377GJ

厨房
29GJ

熱 807GJ

冷房
270kWh

電灯
7,800kWh

動⼒その他
34,000kWh

電気 42,000kWh

酪農家1世帯 酪農家
100頭

電気
30,000 kWh

暖房
27 GJ

⽜舎

30,000
kWh

430GJ
(メタンガス発酵加温)

(27GJ不⾜)
(暖房)

(807GJ不⾜)

42,000 kWh

余剰9,000 kWh
ガス発電

電気
81,000 kWh/年

熱
430 GJ/年 消化液

1,300 t（19t/頭・年×100頭×0.67）
0.67：家畜ふん尿等の投⼊量に対する消化液⽣産量14), 

16), 17),18)

 

図-1 家畜ふん尿を用いたエネルギー供給フロー（コジェネレーション） 

 

稲わらペレット
製造施設

ペレット 60t

余剰73 GJ

稲わら 79t

15世帯家庭での
エネルギー需要

暖房
401GJ

給湯
377GJ

厨房
29GJ

熱 807GJ

冷房
270kWh

電灯
7,800kWh

動⼒その他
34,000kWh

電気 42,000kWh
⼩型ボイラー

ストーブ

農家２世帯
農家
8.6ha

農家
8.6ha

熱
880 GJ/年

42, 000
kWh不⾜

807GJ  

図-2 稲わらペレットを用いたエネルギー供給フロー（熱供給のみ） 
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また，4,745,000 GJ／年もの余剰熱が発生することから，

余剰熱の利用先の検討が必要となる．また，ボイラーに

よる熱エネルギーのみの供給の場合，1集落の熱エネル

ギーを賄うことが可能な木質ペレット量は，51 t／年と

なる．熱エネルギー供給のみなので電力は不足する． 

 

(4) バイオマスの組合せ 

家畜ふん尿，稲わらペレット及び木質ペレットの各単

体のバイオマスでは，1集落で必要な電力・熱をすべて

賄うシステムが構築できなかったため，複数のバイオマ

スを組合せたエネルギーシステムを検討した．その結果，

バイオマスの組合せは電力については家畜ふん尿を用い，

熱エネルギーは木質ペレットのボイラーを用いる組合せ

が最も効率的なエネルギー供給となった．エネルギー供

給フローを図-4に示す．酪農家1世帯が飼育する牛100頭

からの家畜ふん尿と，51 tの木質ペレットから発生する

エネルギーで，牛舎1舎及び1集落で必要な電力72,000 

kW／年，牛舎1舎とメタン発酵槽加温及び1集落で必要

な熱エネルギー1,264 GJ／年の供給が可能となる．また，

余剰電力約9,000 kWh／年及び余剰熱9 GJ／年が発生する．

これより，30人規模の集落にメタンガス発酵施設と木質

ペレット製造施設の設置ができ，維持管理が経済的に可

能であれば，家畜ふん尿と木質ペレットの組合せは，適

用可能と考えられる． 

 

 

4. バイオマスビレッジを想定したエネルギー供

給システムの検討 

 

(1) バイオマス変換施設の採算可能規模 

集落で自立したエネルギーシステムを構築する際，集

落ごとにバイオマスをエネルギーに変換する施設（バイ

オマス変換施設）を建設すると，施設規模が小規模のも

のを多数設置することになり，建設費及び維持管理費等

経済面において大規模施設に比べて効率的ではない．そ

のため，バイオマス変換施設の採算可能規模（バイオマ

ス量）を試算した．メタン発酵施設における採算可能な

牛飼育頭数は，既存のメタン発酵施設の規模と発電量及

び売電量の関係，並びに既存のメタン発酵施設の規模と

維持管理費の関係から，維持管理費と売電収益が同額と

なる発電量及び施設規模飼育頭数とした．また，ペレッ

ト製造施設における採算可能なペレット生産量は，稲わ

らペレット及び木質ペレットが現在の灯油と価格的に同

等（灯油価格67円／L）となる製造原価での生産量とし

た．その結果を表-5に示す．メタン発酵施設は牛1,000頭

以上，ペレット製造施設は稲わらペレット生産量1,500 t

／年以上，木質ペレット900 t／年以上となった． 

 

 

⽊質バイオマス
発電 ⽊質ペレット

製造施設
678,000 t

余剰 4,745,000 GJ

15世帯家庭での
エネルギー需要

暖房
401GJ

給湯
377GJ

厨房
29GJ

熱 807GJ

冷房
270kWh

電灯
7,800kWh

動⼒その他
34,000kWh

電気 42,000kWh

製材⼯場等
807GJ

電気
42,000 kWh/年

熱
4,746,000 GJ/年

42,000
kWh

 

 

図-3 木質ペレットを用いたエネルギー供給フロー（コジェネレーション） 

15世帯家庭での
エネルギー需要

暖房
401GJ

給湯
377GJ

厨房
29GJ

熱 807GJ

冷房
270kWh

電灯
7,800kWh

動⼒その他
34,000kWh

電気 42,000kWh

酪農家
100頭

酪農家1世帯

電気
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51t

製材⼯場等

余剰 9 GJ

 

図-4 家畜ふん尿と木質ペレットを用いたエネルギー供給フロー（コジェネレーション） 

表-5 バイオマス変換施設における採算可能な 

バイオマス量 

バイオマス

変換施設 
バイオマス種 

採算可能なバイオ

マス量 

メタン発酵

施設 
家畜ふん尿 飼育頭数 

牛 1,000頭以上 

ペレット製

造施設 
稲わらペレット ペレット生産量 

1,500 t／年 

木質ペレット ペレット生産量 
900  t／年 
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(2) バイオマスビレッジにおけるエネルギーシステム 

バイオマス変換施設における採算可能なバイオマス量

の計算結果を用いて，100 ％バイオマスを用いたエネル

ギーの地産地消を行う集落群をバイオマスビレッジと定

義し，バイオマスを複数種組合せたエネルギーシステム

の検討を行った．検討結果を図-5に示す．バイオマス種

の組合せは，30人規模の集落で最も効率的にエネルギー

を供給する結果となった家畜ふん尿と木質ペレットとし，

家畜ふん尿から電力を生産し，木質ペレットから熱エネ

ルギーを生産することとした．検討対象地は全国の

59 ％の乳用牛が飼養されており19) ，林地残材の賦存量

が全国で最も多い20)北海道を対象とした． 

牛1,000頭／日のふん尿から発生する電力は810,000 

kWh／年であり，1舎100頭の牛舎10舎分の使用電力量

300,000 kWh／年を差し引くと，510,000 kWh／年が居住

地区へ供給可能な電力となる．15世帯の年間電力量は

42,000 kWh／年であるが，電力使用量は季節によって異

なり，一般的に2月が最も多くなる（年間電気使用量の

11 %）21)．そのため，電力の需要量及び供給量を月別に

求め，電力使用量が最も多くなる月において供給可能な

世帯数を求めた．なお，北海道の牛舎における電気使用

量の季節変化はほとんどみられない22)ため，変動しない

とした．その結果，130世帯260人に供給可能となった．

一方，ふん尿から発生した熱エネルギーはメタン発酵施

設の加温に用いることから，居住者への供給は木質ペレ

ットを用いることとした．木質ペレットの施設採算可能

規模は900 tであるが，居住者需要エネルギー約7,000 GJ

／年と牛舎10舎分のエネルギー270 GJ／年分の木質ペレ

ットは455 tと約半分の量で賄える．そのため，残り445 t

（7,100 GJ／年）についてはエネルギー販売が可能とな

る．また，複数のバイオマスビレッジで木質ペレット製

造施設を共同利用することも考えられる．更に，電力使

用量の最も多い月に130世帯260人分の電力を供給可能と

して設定しているため，5月から12月は11,000～16,000 

kWhの余剰電力が生じることから，余剰分は売電可能で

ある．一方，これらエネルギー生産に必要なバイオマス

をバイオマスビレッジ内で確保し，エネルギーの地産地

消が可能なシステムを構築するために必要な牛の飼養面

積及び森林面積を求めた．牛の飼養面積は，北海道にお

ける飼養頭数及び経営面積より1.3 ha／頭23)であることか

ら，1,000頭あたりの飼養面積は1,300 ha（13km2）となっ

た．森林面積は，[バイオマス必要量（900 t）×（生木

含水率50 ％／バイオマス含水率10 ％）24)] ÷ [単位面積当

たりの森林蓄積量（195 m3／ha）25) ÷ 森林蓄積量の密度

（1.26 m3／t）24)] × 間伐材と主材の比率（1.25）26) × 樹

木の伐採までの年数（70年）26)より求め，2,600 ha（26 

km2）となった．また，130世帯260人の居住面積は，北

海道における乳牛飼養頭数の多い10自治体（別海町，士

幌町，標茶町，清水町，中標津町，新得町，上士幌町，

鹿追町，帯広市，大樹町）27)の人口密度の平均40人／

km2より，6.5 km2とした．更に居住者への熱エネルギー

はボイラー施設から熱導管を用いて供給する場合，ボイ

ラー施設からの熱供給可能範囲は3 km2程度28)であること

から，ボイラー施設は居住エリアに2箇所設置する． 

 
 
5. おわりに 

10年後以降の未来社会を想定し，人口減少により過疎

化が進んだ酪農地域においてエネルギーの地産地消が

100 ％可能なバイオマスビレッジをバイオマス量及び集

落の規模の観点から検討した．今後は，本検討結果をふ

まえ，再生可能エネルギーなど他のエネルギー利用も含

め，未来の酪農地域において持続可能なバランスのとれ

た社会の在り方について検討を進め，社会実装に繋げる

必要がある 

 

 

森林⾯積26km2

⽊質ペレット製造施設

（⽜舎10舎 1000頭）
飼養⾯積 13 km2

1.6km 1.6km 1.6km

1.6km

1.6km 1.6km 1.6km

1.6km 1.6km 1.6km

加
温

メタン
発酵施設

居住者範囲6.5km2

直径2.8km

熱供給

メ
タ
ン

ガス発電

電気

ふん尿

消化液 13,000 t/年

270 GJ/年
（⽜舎煖房）
300,000kWh/年
（⽜舎電気）

364,000 kWh/年
（260⼈分電気）

3500 GJ/年
（130⼈分）

3,500 GJ/年
（130⼈分）

余剰熱 7,100 GJ/年
夏場の余剰電⼒

11,000〜16,000 kWh/⽉

供給可能範囲 3km2

熱供給可能⼈⼝ 130⼈

供給可能範囲 3km2

熱供給可能⼈⼝ 130⼈

熱供給

 

図-5 バイオマスビレッジにおけるバイオマス資源と居住エリアの面積 
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ENERGY SYSTEMS IN FUTURE SOCIETY OF VILLAGES -PROPOSAL OF THE 

JAPANESE VERSION OF BIOMASS VILLAGE 
 

Eriko KONO, Katsuya SHIMADA, Kazuei ISHII, Koichi HACHIMURA, 
Atsushi FUJIYAMA and Toru FURUICHI 

 
Since vigor of villages will gradually decrease/deteriorate in future society due to depopulation, degra-

dation of social capital improvement, etc., Future villages will be requested to establish self-sustaining 
energy systems more strongly than at the present. Therefore, this study proposes a biomass village that is 
a group of settlements, where all necessary energy is supplied from only biomass produced in the village. 
For that, an energy supply system was built for one unit settlement (30 persons and 15 households includ-
ing farmers), considering cow manure, rice straw and woody biomass. Next, multiple biomass energy 
supplying facilities was combined to define the smallest biomass village, considering the minimum ca-
pacity of each facility determined by financial feasibility. Based on that, this study attempted to determine 
the amount of biomass, the capacity of each facility, residential floor space, etc., that will be required. As 
a result, the smallest biomass village was proposed, where manure produced by 1,000 cows (feeding area: 
13 km2) and 900 t of wood pellets (forest area: 27 km2) would be required as biomass to supply electric 
power and heat for 260 residents (residential area: 6.5 km2). 


